
法人全体

１．重要な会計方針

２．法人で採用する退職給付制度

３．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　「生活介護」「施設入所」「短期入所」「共同生活援助」「相談支援事業所」「児童相談支援事業所」「地域生活支援事業所」

　「生活介護」「施設入所」「短期入所」「共同生活援助」「地域生活支援事業所」
エ、須坂技術学園拠点（社会福祉事業）

オ、ポポラス拠点（社会福祉事業）

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
該当事項なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
該当事項なし

合　計 758,891,616 525,891,390 316,311,645 968,471,361

該当なし

土地 224,363,728 0 0 224,363,728
建物 534,527,888 525,891,390 316,311,645 744,107,633

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(1) 法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
(2)  事業区分別内訳表（会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）
　　当法人では、公益事業、収益事業を実施していないため作成していない。
(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
(4) 収益事業における拠点区分内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容

「就労移行支援事業」「就労継続支援Ｂ型事業所」「相談支援事業所」「児童相談支援事業所」「地域生活支援事業所」「就労定着支援事業所」

ア、法人本部拠点（社会福祉事業）
　　「法人本部」
イ、浅間学園拠点（社会福祉事業）

ウ、さくらの杜育豊拠点（社会福祉事業）

[単位:円]

計算書類に対する注記（法人全体用）

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
　　・満期保有目的の債券
　　　　移動平均法に基づく原価法
　　・上記以外の有価証券で市場価額のあるもの
　　　　会計年度末における時価
　 ※当年度末において当法人では有価証券は保有していない

（２）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産
　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、ただし、耐用年数到来時においても使用し続けているもの
　　　　については、5年間で備忘価格（1円）まで定額償却を行っている
　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法
　　・無形固定資産
　　　　定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による
　　
（３）引当金の計上基準 
　　・退職給付引当金
　　　　職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している長野県の退職共済制度に基づいて、当期末における社会福祉
　　　　法人長野県社会福祉協議会への法人負担の掛金累計額を計上している。
　　・賞与引当金
　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。

　　・独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度
　　・社会福祉法人長野県社会福祉協議会の実施する長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度

　　　　「就労移行支援事業」「就労継続支援Ｂ型事業所」



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
(単位：円)

１０．関連当事者との取引の内容

(単位：円)

役員の　　　
兼務等

事業上の　　
関係

１１．重要な偶発債務

１２．重要な後発事象

１３．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らか
にするために必要な事項

ソフトウェア 10,643,956
有形リース資産 12,078,000

種類及び銘柄 帳簿価額

合　計

時価 評価損益
該当事項なし

合　計 98,606,245 0 98,606,245

立替金 311,930 0 311,930

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 98,294,315 0 98,294,315

小計 355,553,911 246,650,451 108,903,460
合　計 1,905,701,398 828,326,577 1,077,374,821

車輛運搬具 48,728,053 45,644,239 3,083,814
器具及び備品 110,729,990 87,585,982 23,144,008

建物 43,821,531 34,850,184 8,971,347
構築物 121,251,763 66,080,952 55,170,811

小計 1,550,147,487 581,676,126 968,471,361
その他の固定資産

建物 1,325,783,759 581,676,126 744,107,633
土地 224,363,728 0 224,363,728

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産

取引金額 科目 期末残高

取引条件及び取引条件の決定方針等

該当事項なし

関係内容
種類

法人等の　　
　　　名称

住所 資産総額

該当事項なし

該当事項なし

取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

事業の内容
又は職業

議決権の　　
　　所有割合

機械及び装置 4,579,300 1,164,699 3,414,601

9,440,286 1,203,670
権利 249,718 200,779 48,939

1,509,750 10,568,250

建設仮勘定 - - 0
3,471,600 173,580無形リース資産 3,298,020



１．重要な会計方針

２．採用する退職給付制度

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
該当事項なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
該当事項なし

計算書類に対する注記（育護会法人本部拠点区分用）

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
　　・満期保有目的の債券
　　　　移動平均法に基づく原価法
　　・上記以外の有価証券で市場価格のあるもの
　　　　会計年度末における時価
　 ※当年度末において当拠点では有価証券は保有していない

（２）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産
　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、ただし、耐用年数到来時においても使用し続けているもの
　　　　については、5年間で備忘価格（1円）まで定額償却を行っている
　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法
　　・無形固定資産
　　　　定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　※当年度末において当拠点ではリース資産は保有していない。

（３）引当金の計上基準 
　　・退職給付引当金
　　　　長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち法人の負担額に
　　　　相当する金額を計上している
　　・賞与引当金
　　　　職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積もり計上している

　　・独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度
　　・社会福祉法人長野県社会福祉協議会の実施する長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度

(1) 育護会本部拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2) 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）
(3) 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）は省略している。　　
事業活動内訳書、資金収支内訳書は、サービス区分が一つのため作成無し。　　

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
（単位:円）

0
土地 0
建物

0 0

該当無し

合　計 0 0



7．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

8．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

9．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

10．重要な後発事象

11．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
  ために必要な事項

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産 0
建物 0
土地 0

小計 0 0 0
その他の固定資産 0
建物 0
構築物 0
車輛運搬具 0
器具及び備品 0

小計 0 0 0
合　計 0 0 0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 0 0
未収金 0 0

合　計 0 0 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

合　計 0 0 0

権利 0
ソフトウェア 0



１．重要な会計方針

２．採用する退職給付制度

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
該当事項なし

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
該当事項なし

計算書類に対する注記（浅間学園拠点区分用）

（１）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産
　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、ただし、耐用年数到来時においても使用し続けているもの
　　　　については、5年間で備忘価格（1円）まで定額償却を行っている
　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法
　　・無形固定資産
　　　　定額法
　　・リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による

（２）引当金の計上基準 
　　・退職給付引当金
　　　　職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している長野県の退職共済制度に基づいて、当期末における
　　　　社会福祉法人長野県社会福祉協議会への法人負担の掛金累計額を計上している　　　　

　　・賞与引当金
　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する金額を計上している

　　・独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度
　　・社会福祉法人長野県社会福祉協議会の実施する長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度

(1) 浅間学園拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2) 拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））
(3) 拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。
(4) 拠点区分におけるサービス区分の内容
　　浅間学園拠点（社会福祉事業）
　　「生活介護」「施設入所」「共同生活援助」「相談支援事業所」「児童相談支援事業所」「短期入所」「地域生活支援事業」

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
[単位：円]

土地 104,177,839 104,177,839
建物 245,250,017 3,465,000 23,811,357 224,903,660

合　計 349,427,856 3,465,000 23,811,357 329,081,499

該当なし



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

１０．重要な後発事象

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
  明らかにするために必要な事項

47,904,001
債権の当期末残高

45,580

評価損益

47,949,581

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産
建物 488,841,698 263,938,038 224,903,660
土地 104,177,839 0 104,177,839

小計 593,019,537 263,938,038 329,081,499
その他の固定資産
建物 16,083,477 12,507,998 3,575,479
構築物 40,480,703 22,845,836 17,634,867

小計 125,053,825 90,747,449 34,306,376
合　計 718,073,362 354,685,487 363,387,875

債権額 徴収不能引当金の当期末残高

事業未収金 47,904,001 0
立替金 45,580 0

合　計 47,949,581 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価
該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

合　計 0 0 0

17,815,466 1,158,837
器具及び備品 41,842,684

ソフトウェア 2,843,640 2,347,920 495,720

33,864,751 7,977,933

機械及び装置 4,579,300 1,164,699 3,414,601

権利 249,718 200,779 48,939

車輛運搬具 18,974,303



1．重要な会計方針

2．採用する退職給付制度

3．拠点が作成する計算書類とサービス区分拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

4．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 ［単位：円］

5．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
担保に供されている資産は以下のとおりである。
該当事項なし

6.担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
該当事項なし

　建物 7,649,386
86,670,704

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

（４）拠点区分におけるサービス区分の内容
　　 須坂技術学園拠点（社会福祉事業）

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）は省略している。

17,225,207
0 543,498 7,105,888

24,331,09569,988,995

　　　　　定額法

　土地

（２）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している長野県の退職共済制度に基づいて、当期末における社会福祉法人

　　　・独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度

当期末残高
0 69,445,497

　　　　「就労移行支援事業所」　「就労継続支援B型事業所」　「就労定着支援事業所」

　　　・社会福祉法人長野県社会福祉協議会の実施する長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度

（１）須坂技術学園拠点計算書類（会計基準省令　第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

　　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法　ただし、耐用年数到来時においても使用し続けているものについては、

計算書類に対する注記（須坂技術学園拠点区分用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

　　　　「相談支援事業所」　「児童相談支援事業所」　「地域生活支援事業所」

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産

　　　　　 5年間で備忘価格（1円）まで定額償却を行っている
　　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法
　　　・無形固定資産

　　　　　長野県社会福祉協議会への法人負担の掛金累計額を計上している
　　　・賞与引当金
　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する金額を計上している

合計 94,320,090 0



7．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
［単位：円］

８.建設仮勘定内訳

建設仮勘定内訳は以下の通りである。（ポポラスに係る建設費用）

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
［単位：円］

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
［単位：円］

11．重要な後発事象
該当事項なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当事項なし

小計 83,520,000 -83,520,000 0
合計 83,520,000 -83,520,000 0

　建築物ｴﾈﾙｷﾞｰ消費性能適合判定料 99,000 -99,000 0
　構造計算適合性判定料金 150,000 -150,000 0

　新築工事に係る工事費 70,000,000 -70,000,000 0
　実施設計料 10,450,000 -10,450,000 0
　構築物確認申請手数料 71,000 -71,000 0

000合　計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　建物 46,383,232

　構築物 752,500 654,006 98,494
　車両運搬具 3,404,250 3,404,248 2

　建物 16,422,000 13,885,233 2,536,767
　その他の固定資産

　車両運搬具（就労） 9,792,623 9,792,619 4
　ソフトウェア 163,296 163,296 0

　器具及び備品 9,087,743 8,608,143 479,600
　器具及び備品（就労） 7,878,213 7,341,782 536,431

合計 111,109,064 83,126,671 27,982,393

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

小計 47,500,625 43,849,327 3,651,298

前期末残高 当期増加額 当期末残高
  新築移転計画基本設計料 1,870,000 -1,870,000 0
　ボーリング調査費用 880,000 -880,000 0

 立替金 177,328 0 177,328

 事業未収金 9,261,866 0 9,261,866
 未収補助金 0 0 0

該当事項なし

合　計 9,439,194 0

17,225,207

9,439,194

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

　土地
小計 63,608,439 39,277,344 24,331,095

17,225,207 0

　基本財産
39,277,344 7,105,888



１．重要な会計方針

２．採用する退職給付制度

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

４．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 ［単位：円］

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
該当事項なし

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
該当事項なし

　建物 -
-

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

（４）拠点区分におけるサービス区分の内容
　　 ポポラス拠点（社会福祉事業）

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）は省略している。

69,445,497
261,213,195 6,706,252 254,506,943

323,952,4406,706,252

　　　　　定額法

　土地

（２）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している長野県の退職共済制度に基づいて、当期末における社会福祉法人

　　　・独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度

当期末残高
69,445,497 0

　　　　「就労移行支援事業所」　「就労継続支援B型事業所」

　　　・社会福祉法人長野県社会福祉協議会の実施する長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度

（１）ポポラス拠点計算書類（会計基準省令　第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

　　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法　ただし、耐用年数到来時においても使用し続けているものについては、

計算書類に対する注記（ポポラス拠点区分用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産

　　　　　 5年間で備忘価格（1円）まで定額償却を行っている
　　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法
　　　・無形固定資産

　　　　　長野県社会福祉協議会への法人負担の掛金累計額を計上している
　　　・賞与引当金
　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する金額を計上している

合計 - 330,658,692



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
［単位：円］

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
［単位：円］

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
［単位：円］

１０．重要な後発事象
該当事項なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当事項なし

000合　計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　建物 261,213,195

　構築物 14,233,490 593,061 13,640,429
　その他の固定資産

　車両運搬具（就労） 1,199,910 1,199,909 1
　器具及び備品（就労） 8,870,528 2,253,641 6,616,887

合計 354,962,620 10,752,863 344,209,757

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

小計 24,303,928 4,046,611 20,257,317

 立替金 89,022 0 89,022

 事業未収金 2,757,273 0 2,757,273
 未収補助金 0 0 0

該当事項なし

合　計 2,846,295 0

69,445,497

2,846,295

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

　土地
小計 330,658,692 6,706,252 323,952,440

69,445,497 0

　基本財産
6,706,252 254,506,943



１．重要な会計方針

2．採用する退職給付制度

3．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

4．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 (単位：円)

5．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

6．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当事項なし。

合計 315,143,670 0

該当なし。

該当事項なし。

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

24,037,343 291,106,327

0 0 33,515,185
281,628,485 257,591,142

　　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法。
　　　・無形固定資産

　　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法　ただし、耐用年数到来時においても使用し続けているものについては

計算書類に対する注記（さくらの杜育豊拠点区分用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

（1）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産

　　　　　 5年間で備忘価格（1円）まで定額償却を行っている。

　　　　定額法
　　　・リース資産
　　　　　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産
　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

　建物 24,037,343
33,515,185

　　　　　社会福祉法人長野県社会福祉協議会への法人負担の掛金累計額を計上している。
　　　・賞与引当金
　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する金額を計上している。

　土地

　　  さくらの杜育豊拠点（社会福祉事業）

　　 「生活介護」「施設入所」「共同生活援助」「短期入所」「地域生活支援事業」

　　　・独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度。

当期末残高

（2）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している長野県の退職共済制度に基づいて、当期末における

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。
（４）拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　・社会福祉法人長野県社会福祉協議会の実施する長野県民間社会福祉事業従事者退職年金共済制度。

（１）さくらの杜育豊拠点計算書類（会計基準省令　第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

8．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

9．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

10．重要な後発事象
該当事項なし。

11．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　構築物 65,785,070 41,988,049 23,797,021

562,860,819 271,754,492 291,106,327

2,859,101

　権利 577,500 577,500 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

38,371,175 0

33,515,185

38,371,175合　計

7．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　土地
小計

　基本財産
257,591,142

該当事項なし
種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

 未収補助金 0 0
 立替金 0 0

 事業未収金 38,371,175 0 38,371,175
 未収金 0 0 0

341,794,796

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

173,580 3,298,020
小計 154,735,533 104,047,064 50,688,469

　ソフトウェア 3,099,520 2,391,570 707,950
　無形リース資産 3,471,600

35,517,665 7,533,157
　有形リース資産 12,078,000 1,509,750 10,568,250

　建物 529,345,634

　車両運搬具 15,356,967 13,431,997 1,924,970

11,316,054 8,456,953

271,754,492
33,515,185

合計 717,596,352 375,801,556

　建物
　その他の固定資産

　器具及び備品 43,050,822

　　　　　有形リース資産（電解水生成装置他厨房機器備品計11台）

（1）リース取引関係
　　ファイナンス・リース取引

000合　計

　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　リース資産の内容
　　　　　無形リース資産（会計システム）
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